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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第１四半期連結
累計期間

第73期
第１四半期連結

累計期間
第72期

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年３月31日

自　2024年１月１日
至　2024年３月31日

自　2023年１月１日
至　2023年12月31日

売上高 （千円） 24,446,106 21,095,734 92,156,380

経常利益 （千円） 2,141,630 1,183,135 6,015,262

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 1,433,674 769,678 4,014,971

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,615,462 1,125,100 4,762,567

純資産額 （千円） 26,851,086 29,799,380 29,451,331

総資産額 （千円） 61,700,896 66,192,452 67,788,932

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 129.16 69.32 361.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.5 45.0 43.4

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

EDINET提出書類

ダイトロン株式会社(E02898)

四半期報告書

 2/16



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費の回復やインバウンド需要の拡大等により、緩やか

に回復しました。また、企業の生産活動は、資源や原材料価格の高止まりの影響を受けながらも堅調に推移しまし

た。

世界経済につきましては、米国では雇用回復を背景として個人消費を中心に底堅く推移する一方、中国では個人

消費の低迷や不動産市場の悪化等により厳しい状況が続きました。また、ウクライナ情勢の長期化、中東情勢の緊

迫化、資源や原材料価格の高止まりに加え、各国の金融引き締め等に伴う景気後退懸念により、先行き不透明な状

況が続きました。

当社グループの属しておりますエレクトロニクス業界につきましては、EVやAI、IoT分野に関連する設備投資の

需要はあるものの、在庫調整による需要の減少に伴い、電子部品や製造設備の生産活動は低調に推移しました。

このような状況下、当社グループは、「第11次中期経営計画（2024年～2026年）」の基本方針に基づき、オリジ

ナル製品の拡販や海外事業の拡大、新たな収益基盤となる新規ビジネスの創出に取組みました。

この結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は21,095百万円（前年同期比13.7％減）、営業利

益は1,108百万円（前年同期比48.3％減）、経常利益は1,183百万円（前年同期比44.8％減）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は769百万円（前年同期比46.3％減）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 

国内販売事業

当セグメントにつきましては、電子機器及び部品では、「エンベデッドシステム」の産業用PCや「情報システ

ム」のRFID、「電源機器」の販売が増加しましたが、半導体製造設備等の生産向け「電子部品＆アセンブリ商品」

のコネクタや「半導体」のアナログIC、「画像関連機器・部品」のカメラ・画像処理装置の販売が減少しました。

　製造装置では、半導体材料の生産向け「半導体・フラットパネルディスプレイ製造装置」、通信用デバイス向け

「電子部品製造装置」の販売が減少しました。これらの要因により、売上、利益共に前年同期の実績を下回りまし

た。

この結果、当セグメントの売上高は16,128百万円（前年同期比12.3％減）となり、セグメント利益（営業利益）

は909百万円（前年同期比41.8％減）となりました。

 

国内製造事業

当セグメントにつきましては、電子機器及び部品を手掛ける部品事業部門では、特殊コネクタやハーネスの販売

が減少しました。製造装置を手掛ける装置事業部門では、通信用デバイス向け加工機や検査装置の販売が減少しま

した。これらの要因により、売上、利益共に前年同期の実績を下回りました。

この結果、セグメント間の内部売上高を含めた当セグメントの総売上高は2,408百万円（前年同期比5.9％減）と

なりました。外部顧客への売上高は772百万円（前年同期比12.1％減）となり、セグメント利益（営業利益）は130

百万円（前年同期比41.6％減）となりました。

 

海外事業

当セグメントにつきましては、電子機器及び部品では、米国市場で「電子部品＆アセンブリ商品」、「画像関連

機器・部品」、中国市場で「画像関連機器・部品」の販売が増加し、堅調に推移しましたが、製造装置では、前年

同期に好調であった中国市場や韓国市場において設備投資が一段落し「半導体・フラットパネルディスプレイ製造

装置」、「電子部品製造装置」の販売が減少しました。これらの要因により、売上、利益共に前年同期の実績を下

回りました。

この結果、当セグメントの売上高は4,194百万円（前年同期比19.0％減）となり、セグメント利益（営業利益）

は113百万円（前年同期比69.2％減）となりました。
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②財政状態の状況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は58,184百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,920百万円の

減少となりました。これは主に前渡金が1,305百万円増加したものの、現金及び預金が1,164百万円、受取手形、売

掛金及び契約資産が913百万円、電子記録債権が1,139百万円減少したことによるものであります。固定資産は

8,008百万円となり、前連結会計年度末に比べ323百万円の増加となりました。これは主に投資その他の資産が340

百万円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は66,192百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,596百万円の減少となりました。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は32,657百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,992百万円の

減少となりました。これは主に契約負債が846百万円増加したものの、電子記録債務が1,689百万円減少したことに

よるものであります。固定負債は3,735百万円となり、前連結会計年度末に比べ48百万円の増加となりました。

　この結果、負債合計は36,393百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,944百万円の減少となりました。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は29,799百万円となり、前連結会計年度末に比べ348百万円の

増加となりました。これは主に剰余金の配当により777百万円減少したものの、親会社株主に帰属する四半期純利

益により769百万円、為替換算調整勘定が201百万円増加したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は45.0％となり、前連結会計年度末との比較で1.6ポイントの上昇となりました。

 

(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3）経営方針・経営戦略、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略、優先的に対処すべき事業

上及び財務上の課題等について重要な変更はありません。

 

(4）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第１四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は45百万円であり、研究開発活動の状況に重要な

変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2024年３月31日）

提出日現在発行数（株）
(2024年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,155,979 11,155,979
東京証券取引所

プライム市場

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 11,155,979 11,155,979 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

   該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

   該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

   該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2024年１月１日～

2024年３月31日
－ 11,155,979 － 2,200,708 － 2,482,896

 

（５）【大株主の状況】

　　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2023年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2024年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式普通株式 52,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,092,700 110,927 同上

単元未満株式 普通株式 10,379 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  11,155,979 － －

総株主の議決権  － 110,927 －

　（注）上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

（％）

（自己保有株式）

ダイトロン株式会社

大阪市淀川区宮原四丁目

６番11号
52,900 － 52,900 0.47

計 － 52,900 － 52,900 0.47

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,244,631 10,080,387

受取手形、売掛金及び契約資産 ※１ 18,433,020 ※１ 17,519,131

電子記録債権 ※１ 9,966,149 ※１ 8,826,195

商品及び製品 9,270,825 8,596,184

仕掛品 3,565,409 4,110,392

原材料 919,882 854,688

前渡金 6,541,790 7,847,743

その他 164,531 352,795

貸倒引当金 △1,801 △3,264

流動資産合計 60,104,440 58,184,254

固定資産   

有形固定資産 4,529,211 4,496,373

無形固定資産 426,791 443,003

投資その他の資産   

その他 2,738,353 3,078,534

貸倒引当金 △9,863 △9,714

投資その他の資産合計 2,728,489 3,068,820

固定資産合計 7,684,492 8,008,197

資産合計 67,788,932 66,192,452

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,360,989 9,125,391

電子記録債務 11,866,058 10,176,722

短期借入金 439,187 523,468

未払法人税等 1,156,026 669,878

賞与引当金 136,218 594,456

その他の引当金 44,156 48,928

契約負債 9,556,601 10,402,717

その他 2,091,259 1,115,992

流動負債合計 34,650,497 32,657,557

固定負債   

退職給付に係る負債 3,375,715 3,431,546

資産除去債務 51,690 51,902

その他 259,697 252,065

固定負債合計 3,687,103 3,735,514

負債合計 38,337,601 36,393,071

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,200,708 2,200,708

資本剰余金 2,575,877 2,575,877

利益剰余金 23,119,455 23,111,919

自己株式 △39,781 △39,781

株主資本合計 27,856,259 27,848,723

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 873,109 1,028,373

為替換算調整勘定 528,103 729,714

退職給付に係る調整累計額 171,463 172,965

その他の包括利益累計額合計 1,572,676 1,931,054

非支配株主持分 22,395 19,602

純資産合計 29,451,331 29,799,380

負債純資産合計 67,788,932 66,192,452
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 24,446,106 21,095,734

売上原価 19,475,862 17,096,616

売上総利益 4,970,243 3,999,117

販売費及び一般管理費 2,827,396 2,890,489

営業利益 2,142,846 1,108,628

営業外収益   

受取利息 1,594 1,380

受取配当金 3,064 3,670

保険配当金 12,771 3,592

仕入割引 3,733 191

補助金収入 529 446

為替差益 － 68,811

雑収入 5,420 7,912

営業外収益合計 27,113 86,005

営業外費用   

支払利息 7,976 9,253

手形売却損 212 1,086

為替差損 18,652 －

雑損失 1,487 1,158

営業外費用合計 28,328 11,498

経常利益 2,141,630 1,183,135

特別利益   

固定資産売却益 1,591 22

特別利益合計 1,591 22

特別損失   

固定資産除売却損 306 0

特別損失合計 306 0

税金等調整前四半期純利益 2,142,915 1,183,157

法人税、住民税及び事業税 858,232 593,659

法人税等調整額 △163,211 △177,225

法人税等合計 695,021 416,434

四半期純利益 1,447,894 766,722

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
14,219 △2,955

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,433,674 769,678
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

四半期純利益 1,447,894 766,722

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 137,702 155,264

繰延ヘッジ損益 34 －

為替換算調整勘定 22,065 201,610

退職給付に係る調整額 7,764 1,502

その他の包括利益合計 167,567 358,377

四半期包括利益 1,615,462 1,125,100

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,601,059 1,127,893

非支配株主に係る四半期包括利益 14,402 △2,792
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　※１　四半期連結会計期間末日満期手形等

　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2023年12月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2024年３月31日）

受取手形 157,053千円 43,645千円

電子記録債権 339,917 324,129

 

　２　譲渡済電子記録債権支払留保額

 
前連結会計年度

（2023年12月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2024年３月31日）

譲渡済電子記録債権支払留保額 37,473千円 177,940千円

電子記録債権流動化による譲渡高 182,671 953,392

（注）譲渡済電子記録債権支払留保額は、債権流動化による電子記録債権の譲渡高のうち遡及義務として支払留保されて

いるものであります。

 

　３　貸出コミットメント契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結しております。これら

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年12月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2024年３月31日）

貸出コミットメントの総額 4,000,000千円 4,000,000千円

借入実行残高 － －

差引額 4,000,000 4,000,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2023年１月１日
至 2023年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2024年１月１日
至 2024年３月31日）

減価償却費 86,757千円 108,322千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月30日

定時株主総会
普通株式 777,038 70 2022年12月31日 2023年３月31日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月28日

定時株主総会
普通株式 777,214 70 2023年12月31日 2024年３月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 国内販売事業 国内製造事業 海外事業 計

売上高       

電子機器及び部品 15,943,979 867,497 1,875,514 18,686,992 － 18,686,992

製造装置 2,443,622 10,611 3,304,879 5,759,113 － 5,759,113

顧客との契約から生

じる収益
18,387,602 878,108 5,180,394 24,446,106 － 24,446,106

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 18,387,602 878,108 5,180,394 24,446,106 － 24,446,106

セグメント間の内部

売上高又は振替高
752,212 1,681,020 88,102 2,521,335 △2,521,335 －

計 19,139,815 2,559,128 5,268,497 26,967,441 △2,521,335 24,446,106

セグメント利益 1,561,849 222,739 367,434 2,152,023 △9,176 2,142,846

（注）１．セグメント利益の調整額△9,176千円には、セグメント間取引消去7,550千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△16,727千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売

費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 国内販売事業 国内製造事業 海外事業 計

売上高       

電子機器及び部品 13,917,925 766,835 2,557,697 17,242,458 － 17,242,458

製造装置 2,211,042 5,209 1,637,023 3,853,275 － 3,853,275

顧客との契約から生

じる収益
16,128,968 772,045 4,194,720 21,095,734 － 21,095,734

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 16,128,968 772,045 4,194,720 21,095,734 － 21,095,734

セグメント間の内部

売上高又は振替高
606,447 1,636,448 93,786 2,336,682 △2,336,682 －

計 16,735,416 2,408,494 4,288,506 23,432,417 △2,336,682 21,095,734

セグメント利益 909,435 130,064 113,114 1,152,615 △43,986 1,108,628

（注）１．セグメント利益の調整額△43,986千円には、セグメント間取引消去△11,291千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△32,695千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年３月31日）

１株当たり四半期純利益 129円16銭 69円32銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,433,674 769,678

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益（千円）

1,433,674 769,678

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,100 11,102

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

   2024年５月７日

 

ダイトロン株式会社

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙﨑　充弘

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福井　さわ子

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイトロン株式

会社の2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024年３

月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイトロン株式会社及び連結子会社の2024年３月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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